
(

15,625

うち専業農家戸数

574,273

％

（人・百万円）

－

％ 15,324

％67.9

22.4

2,104

62.7

669,293

46,395

2,174 3.2 ％

(百万円・人）

千円

千円

141,501

70,632

70,869

公営企業一部事務組合加入事業
法適用（上水）
法非適用（公共下水
特定環境下水　農業集
落排水　宅造　市場
駐車場）

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　非常勤公務災害　市町村会館管
理　滞納処分等　し尿　ごみ　老人福
祉センタ－　土地区画整理事業

029-822-9252
都市開発（一部区
域）
特定防衛施設

面積

人

任 期

公明4人，共産2人，無所属22人

Ⅲ－１ 122.89

〈e-mail〉

029-826-1111

＜概要＞

〒 300-8686

②議会（平成２７年５月１日現在）

現議員数

矢口　清

ｋ㎡

副議長

地域指定

副市長

①沿革

市章

〈 ＴＥＬ 〉

地方公共
団体コ－ド

〈 ＦＡＸ 〉

平成１７年

有権者数
老齢人口割合

25.5

（Ｈ27.1.1住基人口）⑤老齢人口割合

女

71,694

市町村内総生産 7,634

①生産・所得（平成２４年度）

72,239

合計

人
口

男

女 72,366

区分

72,288

＜産業・経済＞

世帯数

④平成２７年３月２日現在登録者数（人）

71,600

272,690

卸・小売業
（平成２４年２月１日）

（平成２５年１２月３１日）

（平成２２年２月１日）

従業者数

（H25.1.1～12.31）

395

従業者数

13,674

1,803

事業所数

事業所数製造業

年間販売額 
（H18.4.1～19.3.31）

2,553
製造品出荷額等

農業就業人口

68,366

％

763,441

163

農家数

住民所得

区分

就業者１人当り

人口１人当り

男

117,021

計

就業人口（平成２２年国調）

3,252

総生産額（平成２４年度）

9,500億円

％58,199 58,822

第１次

35.8

6,821

億円

地域手当
補正後

ラス指数

土浦市（つちうらし）

info@city.tsuchiura.lg.jp
〈 Ｈ Ｐ 〉

1,027

うち一般行政関係

議　　　　長

任　　　　期 28

③職員数（平成２６年４月１日現在）

条例定数平成31年4月30日

五頭　英明/小泉　裕司

全職員数 普通会計関係

人

（人）

①長等（平成２７年５月１日現在）

＜行政組織＞

土浦市下高津一丁目20番35号

長

69 歳） 就任回数
中川　清

平成27年11月21日なかがわ　きよし

3

類型

期目

082031

http://www.city.tsuchiura.lg.jp/

〈 住所 〉

④機構図（平成２７年４月１日現在）

昭和１５年１１月　３日　市制施行
昭和２３年　９月　１日　編入　朝日村の一部，荒川沖，都和村
昭和２９年１１月　１日　編入　上大津村
昭和５６年　３月　１日　境界変更　阿見町住吉地区の一部
昭和６３年　９月　１日　境界変更　阿見町大字阿見の一部
平成１８年　２月２０日　編入　新治村

　土浦市は，日本第２の湖，霞ヶ浦の西岸に位置し，首都東京から６
０ｋｍ，成田国際空港から４０ｋｍに位置し，茨城県南の中核都市とし
て発展してきた。気候は，年間を通して比較的温和であり，霞ヶ浦か
ら筑波山ろくに至る豊かな自然環境に恵まれている。主なイベントと
して春は，２万７千人が参加する「かすみがうらマラソン大会（兼）国
際盲人マラソン」，秋には日本一の「土浦全国花火競技大会」や「カ
レーフェスティバル」が盛大に開催される。
　平成２０年度からは，「水・みどり・人がきらめく　安心のまち　活力
のまち　土浦」を将来都市像とする第７次土浦市総合計画に基づき，
市民との協働により「日本一住みやすい」まちづくりを進めている。

全職員数
の  推  移

平成23年4月1日 平成24年4月1日

党　派　別

国勢調査

平成１２年

71,818

平成２２年

941

公営事業
会計関係

86

②地勢・風土等

③人口・世帯数

％

第２次

4,664

0.9

②産業構造

吉田　千鶴子

28

643

144,060

51,738 53,630 56,663

144,106 143,839

3,165 百円

<市長>
<副市長>
市 長 公 室－秘書課，政策企画課，行政経営課，財政課
                   広報広聴課，男女共同参画課
総　 務 　部－総務課，人事課，管財課，新庁舎整備課，課税課，納税課
市民生活部－市民活動課，生活安全課，市民課，環境保全課
                   環境衛生課
保健福祉部－国保年金課，健康増進課
      ｜
福祉事務所－社会福祉課，障害福祉課，こども福祉課
                   高齢福祉課
産   業   部－商工観光課，農林水産課，農村整備課
建   設   部－道路課，住宅営繕課，下水道課，水道課
都市整備部－都市計画課，建築指導課，公園街路課
                   土浦駅北開発事務所

<会計管理者>－会計課

<教育委員会>
<教育長>　 －教育総務課，学務課，生涯学習課，文化課
<教育部長> 　スポ－ツ振興課，指導課
     ｜
幼稚園・小学校・中学校
 
<消防本部>－総務課，予防課，警防救急課，通信指令課
     ｜
土浦消防署，荒川沖消防署，神立消防署，新治消防署

<議　会>    －議会事務局

<監査委員>－監査事務局

<行政委員会>
農業委員会，選挙管理委員会，公平委員会
固定資産評価審査委員会

1,023

95.4一般行政職の
平均給料月額

ラスパイ
レス指数

1,030 1,031

平成25年4月1日

95.4

第３次

れんこん，玄そば，梨，グラジオラス，アルストロメリア，柳，
水産加工品

470,082

－

④特産物

総額・総数

農業

59,117

（平成２７年４月１日）

常住人口

③農業・工業・商業



②今後の主要課題・特色ある行政等

％-

％

[23,121]

[15,097]

経常収支比率

<主要課題>
・霞ヶ浦の水質浄化
・中心市街地の活性化
・自主財源の確保
・防災・減災対策
・人口減少，少子高齢化への対応
・子育て支援
・老朽化したインフラ対策

<特色ある行政>
・福祉コミュニティ圏の構築　　　・市民と協働によるまちづくり
・食のまちづくり　　　・小・中学校への太陽光発電システムの整備
・標準学力調査（市単独，小学校2～6年生，中学校1～3年生）
・宿泊体験学習（中学1年生全員，4泊5日）
・普通教室への電子黒板の常設の推進

財政力指数（平成２４年度～平成２６年度） [0.696]

百万円

[2,998]

[88.2]％

・普通会計に関する主な指標

7.3 ％実質公債費比率

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

[7,686]

[18,433]

0.881

87.4

28,611

％

中心市街地活性化の核事業として，駅前
北地区に図書館・市民ギャラリーを核とし
た再開発事業を実施し，活力とにぎわい
のあるまちづくりを進める。

H24
～

H29

土浦駅前北地区
市街地再開発事
業

[42.9]( 350.0 )

連結実質赤字比率

将来負担比率

③主要指標（平成２５年度）

都和小学校校舎
改築事業( 25.0 )

(11.87 )

(16.87 )

19.0

9,222

[9.0]

H26
～

H27

老朽化が進んでいる都和小学校の校
舎の改築を行い，学習環境の改善を
推進する。

1,805

H24
～

H28

空き店舗を活用し，まちなかに新市庁
舎を整備することにより，中心市街地
活性化に寄与するとともに，市民サー
ビスの一層の向上を図る。

3,808

現斎場は老朽化が著しいことから，よ
り一層の利便性の向上を図るため，
市民ニーズに合わせた新斎場の整備
を図る。

消防力の基幹である消防庁舎を，災害活動
拠点，訓練活動拠点，市民啓発拠点，情報
発信拠点の機能を持つ新消防庁舎に建て
替えることにより，消防体制の充実を図り，
安心・安全なまちづくりを推進する。

新消防庁舎整備
事業

H24
～

H27

・健全化判断基準

－ －

実質赤字比率

11.6

22.6

-

その他の経費

うち単独

20.6

普通建設事業費

公債費

10,842 20.4

市町村税合計
（国保除く）増減率

②主な歳入・歳出（平成２５年度）

扶助費

10,970

小学校 ※１

うち繰入金

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況

△ 292

△ 50

△ 4.7△ 226

△ 1.2

％

76.7

％上水道等普及率

汚水処理普及率 95.8

戸 道路舗装率

7

か所1

か所 97.4

％1,238

道路改良率

か所 117

46.3か所

病院・一般診療所 か所

％

89.4

40.9）

3 か所

※１は平成２６年度

プ－ル

25,380,460

）

22,578,843

(

[92.4]

9,234,732

（千円・％）

(（

収入額

（千円・％）

増減率

8,925,993

-

7.6

）

調定額

市町村民税・個人
（構成比）

35.2

7,983,235

[91.5]）

7.7

35.4

徴収率
[  ]は県平均値

区　　分

53,271,408

779,788

25.2

－

実質単年度収支

55,777

22,579

2,505,582

）

2,228,492

( 9.9

95.7

[98.1]

89.0

86.3

[91.3]

（百万円・％）

-

増減額

51,787,390

6,217

うち繰出金

9,360

4,616

40.7

－

平成２４年度決算

市町村民税・法人
（構成比）

75

固定資産税
（構成比）

10,706,086

5

－

－

義務的経費

人件費

投資的経費

△ 0.2

－

76.6

42.2

2,049,897

40.5

か所20 園 老人福祉施設幼稚園 ※１

か所

児童館

17.8

0

2,327,776

（

（

9

26

20

中学校 ※１

＜公共施設整備状況＞（平成２５年度）

△ 1.0

7.7

19 校

3,990

0.1

校

1,086

保育所 ※１

1,192,776

280,165

-

区分 平成２５年度決算

55,776,990

④市町村税の状況（平成２５年度）

655,703

2,271,106

単年度収支

実質収支 1,769,732

）

区分

形式収支

9.2-

＜財政状況＞

①決算収支

歳　　出

歳　　入

その他

49,516,284

9,505

地方債

地方交付税

国庫支出金

歳　　　入

決算額

△ 0.5

△ 16
概　 算
事業費

市営斎場整備事
業

7,357

名　　称

4,146

新庁舎整備事業

期間

H24
～

H28

内　　　容

（百万円）

3,135

14.6 28.4

－

－

3,755

図書館

公営住宅

体育館

公民館等3.6

7.6

－

－

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

百万円

百万円

債務負担行為支出予定額（B)

標準財政規模（平成２６年度）

地方債現在高（A)

百万円

積立金現在高（C)

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

百万円

52,342

5,111

12,555

44,898

35.3

うち補助

－

1,145

6,183

18,820

4,587 8.6 1,989

11.7

△ 37

53,271

2,013

1,798

6.8

－

12.9

3,817

8,118

7,180

2,487

14,083

構成比

－

うち臨財債費

地方税

4.5

17.6

17.8

8.7

23,481 44.1

歳　　　出


